
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新合葬墓建設・里塚霊園管理事務所建替基本計画策定支援業務 
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札幌市保健福祉局ウェルネス推進部施設管理課 
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Ⅰ 一般事項 

 １ 適用範囲 

  ⑴ この仕様書は「新合葬墓建設・里塚霊園管理事務所建替基本計画策定支援業務」

（以下「本業務」という。）に適用する。 

  ⑵ この仕様書に定めのない事項、又は解釈に疑義が生じた場合は、委託者と十分協

議のうえ決定するものとする。 

  ⑶ 契約書に記載された事項は、この仕様書に優先する。 

 

 ２ 用語の定義 

   この仕様書において「指示」、「協議」及び「承諾」とは次の定義による。 

  ⑴ 「指示」とは、委託者が受託者に対して指導・助言することをいう。 

  ⑵ 「協議」とは、委託者と受託者の間に業務に関して疑義等が生じた場合に、話し

合い、疑義等を解決することをいう。 

  ⑶ 「承諾」とは、受託者が申し出た事項について委託者が同意することをいう。 

 

 ３ 契約の履行に当たっての留意事項 

   受託者は契約の履行に当たって、次の事項に留意し、本業務を行うこと。 

  ⑴ 関係法規、規則等諸法令を遵守すること。 

  ⑵ 本業務を処理するに当たって知り得た個人情報等の秘密について、別記の個人情

報取扱注意事項を順守し、他に漏らし、又は目的外に使用してはならない。この

契約が終了、又は解除された後においても、同様とする。 

  ⑶ 定められた期間内に業務を完了するよう、作業の円滑化と進捗管理に努めること。 

  ⑷ 契約図書及び委託者の指示等に従い、本業務の意図、目的を十分理解した上で、

最高の成果を得られるよう努めること。 

  ⑸ 本仕様書において定められた事項を実施する際には、必ず委託者との調整及び承

諾を受けてから実施するものとし、承諾を得ずに実施した事項については、実施

に係る責任や経費等は受託者が負うこと。 

  ⑹ 受託者は業務の一部について、協力会社への再委託を行うことができる。ただし、

業務の主たる部分の再委託及び業務処理責任者を協力会社の者とすることは認め

ない。 
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  ⑺ 本業務は定められた契約額で実施するものであり、仕様書に記載はないが効果的

と認められる事項であっても、本契約額の中で実施すること。 

  ⑻ 本業務において制作した制作物の著作権等は札幌市に帰属する。また、制作物に

関して使用した資料や素材等に著作権が含まれるものは、その一切の使用許可も

含めて制作すること。併せて、本業務に係る著作者人格権を行使しないこと。 

  ⑼ 本仕様書、業務について疑義を生じた場合は、委託者と協議を行い、その指示を

受けなければならない。 

 

 ４ 業務処理責任者等 

  ⑴ 受託者は本業務の処理について業務処理責任者を定めること。 

  ⑵ 業務処理責任者は、契約書、図書、仕様書等に基づき、本業務に関する一切の事

項について責任を持つこと。 

  ⑶ 業務処理責任者は、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士の資

格または技術士（建設部門）の資格もしくはこれらと同等の資格を有するなど、

本業務における技術的な管理を行う上で必要な能力と経験を有する者でなければ

ならない。 

  ⑷ 受託者は本業務の処理について直接雇用契約関係にある者の中から、業務処理責

任者を定めること。 

  ⑸ 業務処理責任者または業務従事者に造園に関するコンサルティングが可能な者を

配置すること。 

  ⑹ 成果品の作成にあたっては一級建築士の照査を受けること。 

 

 ５ 提出書類 

  ⑴ 受託者は、契約後所定の様式により関係書類を委託者に遅滞なく提出すること。 

  ⑵ 協議及び承諾は、原則として書面により行うこと。ただし、委託者が認めた場合

はこの限りでない。 

 

 ６ 業務着手 

   受託者は契約締結後速やかに業務着手届、業務計画書、業務工程表及び業務処理責

任者等指定通知書並びに再委託を行う場合は再委託承認願及び再委託申出書を作成
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し、委託者の承諾を得ること。 

 

 ７ 打合せ 

  ⑴ 打合せは本業務着手時及び本業務の主要な区切りにおいて行うこととし、その結

果を記録して相互に確認すること。 

  ⑵ 本業務の実施に当たって、受託者の業務処理責任者と委託者は十分な連絡を取り、

その連絡事項を記録し、相互に確認すること。 

 

 ８ 業務の完了 

  ⑴ 受託者は、本業務を完了したときは、速やかに本業務の完了届及び「Ⅱ 業務の

概要 ６」に示す成果品を委託者に提出すること。 

  ⑵ 成果品提出の際、本市の業務担当者に対し、業務処理責任者から成果品について

の十分な説明を行うこと。 

 

 ９ 環境への配慮に関する事項等 

  ⑴ 本業務の履行においては、環境に配慮し、両面印刷の徹底等により紙資源やエネ

ルギーの節約及びリサイクルの推進に努めること。 

  ⑵ 環境関係等の法令を遵守すること。 
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Ⅱ 業務の概要 

 １ 業務の目的 

   札幌市では合葬式の埋蔵施設として平岸霊園内に合同納骨塚を設置、運営している

が、近年のニーズの変化により利用者が増えており、令和９年度には埋蔵可能容量

を超過する試算となっている。 

   そのため、合葬式埋蔵施設の新増設の検討のため令和４年度に設置可能場所の調査

を行った結果、里塚霊園内への設置を有力候補として選定した。里塚霊園内に合葬

墓を新設する場合には、里塚霊園管理事務所での通年受付が必要となるが、現在の

里塚霊園管理事務所は老朽化により通年開所には対応できないことから、同管理事

務所の建替も同時に行う方向で検討を進めることとした。令和５年度には、里塚霊

園内に合葬墓を新設し、霊園管理事務所の建替を行えるかどうか検討するため、里

塚霊園内施設再整備に向けた調査業務を実施し、建設候補地の選定を行った結果、

建設が可能であることが判明した。 

   本業務は、令和５年度に実施した調査結果を基に、里塚霊園内への合葬墓の新設及

び霊園管理事務所の建替に関する基本計画策定の支援を行うことを目的とする。 

 

 ２ 履行期間 

   委託契約締結日から令和７年３月28日（金）までとする。 

 

 ３ 業務の内容 

  里塚霊園（札幌市清田区里塚 468番地外）内の別紙「配置検討図」に示す位置に新合

葬墓及び新里塚霊園管理事務所を建設することを想定し、当該工事の基本計画策定のた

め以下の業務を行う。 

  ⑴ 里塚霊園管理事務所建替に係る検討 

ア 機能別の整備方針の検討 

     窓口機能、来園者待合機能、防災機能、バリアフリー機能、環境負荷低減機能

などの機能ごとに、基本的な整備方針と具現化するための方策等についてとりま

とめる。 

   イ 必要諸室等の機能・整備水準・規模の検討 

     別紙「配置検討図」と異なる提案をする場合は、必要諸室と建物全体の必要面



  ５  

 

積を検討する。必要諸室については付帯設備、仕上げについても検討する。 

   ウ 配置計画・平面計画・動線計画・設備計画の検討 

     令和５年度に実施した「里塚霊園内施設再整備に向けた調査業務」の調査結果

を基に、利便性、経済性、耐震性、保全性等を考慮して概略の配置計画（敷地

への出入口と建物の大まかな配置）・平面計画（建物の大まかな平面構成や階層

構成の概略、外構）・動線計画（外来者・職員、合葬墓への納骨作業、車両別の

動線計画の概略）・設備計画を検討する。 

設備機器は地球温暖化や省エネルギー対策、コスト削減、更新周期等を考慮

し、道産木材利用やZEB化・太陽光パネルの設置などを目指す方向で検討する。 

     札幌市福祉のまちづくり条例の基準を踏まえたバリアフリー整備やユニバーサ

ルデザインの視点に立った配置・平面・動線計画を検討する。 

 ⑵ 合葬墓新設に係る検討 

   ア 合葬墓の整備水準・規模の検討 

     新築合葬墓の供用中に、納骨作業が近隣住宅や墓参者から見えないよう、植栽

や上屋の設置などの工夫を提案すること。合計 180m3 以上のカロート容量を備え

た埋蔵施設を配置することとし、納骨作業のしやすさや作業環境（粉塵対策、

換気など）に配慮するとともに、通年の納骨作業が可能な内容で提案とするこ

と（カロートは分割して設置することも可能）。 

合葬墓の埋蔵が完了した後、維持管理が容易になるような形で整備する案を提

示すること。案の提示にあたっては、故人の尊厳や墓参者の心情に配慮した外観

とすること。なお、傾斜地に石碑や献花台を設ける場合は、墓参者に配慮してバ

リアフリー化すること。 

   イ 配置計画・平面計画・動線計画の検討 

     合葬墓設置予定区域に合計180m3以上のカロート及びそれと同じ規模のカロー

トを２基（合計360 m3以上）増設可能な場所を確保した配置をすることとし、配

置計画・平面計画（外構含む）を検討する。また、管理事務所や駐車場から墓参

者が参拝することを想定し、動線計画を検討する。 

   ウ 構造計画・設備計画の検討 

     合葬墓に上屋等を設ける場合は、カロートが満杯となった後に撤去または次の

カロートの上屋として活用するなど、利便性、経済性、耐震性、保全性等を考慮
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して、概略の構造計画を検討する。設備については、納骨作業に必要な最小限の

ものとすることで設備計画を検討する。 

  ⑶ スケジュール等の検討 

   ア 維持管理・運営計画の検討 

     光熱水費、維持管理費、運営費の概算を算出する。 

   イ 事業費・工程等の検討 

      工事の設計費、工事監理費、工事費、各種調査項目・費用費（地質調査・ボ

ーリング調査〇ｍ等）など必要なものを算出する。 

     事業費・工程については、本業務終了後から建物の運用開始段階までの年度別

に費用・スケジュールを作成する。 

   ウ 今後の検討課題等の整理 

     今後必要となる検討事項や想定される課題について抽出し、その対応策の検討

を行う。 

⑷ 打合せ協議 

    本業務遂行に当たって、初回打合せ、中間打合せ（２回）、納品前打合せの計４

回は最低限実施すること。また、委託者からの要望に応じて適宜打合せを行い、

必要な資料作成を行うこと。 

    なお、打合せ内容については、受託者が記録し打合せ後速やかに、本市に確認の

うえ報告書として提出すること。 

⑸ 中間成果品の提出時期 

令和６年９月30日までに工事全体の概略工程表および概算工事費及び概算費用算

出根拠を提出すること。 

令和６年11月29日までに工事内容検討後の全体の概略工程表および概算工事費を

提出すること。 

 

 ５ 提出書類 

  ⑴ 契約後速やかに提出する書類 

   ア 業務着手届         １部 

   イ 業務計画書         １部 

   ウ 業務工程表         １部 
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   エ 業務処理責任者等指定通知書 １部 

   オ 再委託承認願        １部（再委託する場合） 

   カ 再委託申出書        １部（再委託する場合） 

  ⑵ 業務期間中随時提出する書類 

    打合せ報告書         １部 

  ⑶ 業務完了時に提出する書類 

   ア 業務完了届         １部 

   イ 業務報告書（本編）     １部 

   ウ 参考資料          一式 

     （業務上作成した資料、提供可能参考文献等をすべて含む） 

   エ 電子データ         一式 

  ⑷ その他委託者が適正な業務履行確認のため、特に必要と認めた書類 

 

 ６ 提出成果品（業務報告書） 

   製本（Ａ４版１部） 

   〔備考〕提出成果品について、データ（ＤＶＤ－Ｒなどの電子媒体に収めたもの）

も併せて提出すること。形式はワード又はエクセルとし、納品後に委託者

が調整可能なよう予め委託者の了承を得ること。 

 

 ７ 著作権等 

  ⑴ 受託者は、著作権法に基づく権利処理が必要なものを使用する際は、適宜その処

理を行うこと。 

  ⑵ 受託者は、本業務委託にかかる成果物の著作権を成果物の納入時に本市に帰属す

るものとする。 

  ⑶ 受託者は、著作権法第21条、第26条の２、第26条の３、第27条及び28条に規定す

る権利も本市に移転し、受託者に留保されないものとする。 

  ⑷ 第三者が著作権を有する成果物については、受託者は受託者の責任において、本

市の使用に支障が出ないようにしに当該権利を移転し、又はその使用承諾を受け

させたものとする。 
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 ８ 貸与資料等 

  ⑴ 提供資料 

    別紙 配置検討図 

  ⑵ 貸与資料 

    資料１ 令和５年度実施「里塚霊園内施設再整備に向けた調査業務」の報告結果 

    資料２ 平岸霊園合同納骨塚増設工事図面 

    資料３ 里塚霊園平面図（給水、雨水、、汚水、電気） 

  ⑶ 貸与資料に関する規定 

   ア 本業務の遂行に当たって、本市が必要と認めたもの及び受託者において必要と

認めたもので本市が許可するものを貸与又は提供する。 

   イ 貸与又は提供品等は、本業務のみに使用するものとし、受託者の責任において

管理しなければならない。 

   ウ 貸与受領に当たっては、貸与品を記載した借用書を提出するものとし、本業務

の完了等により貸与品が不要となった場合は、速やかに返却届と合わせて返却

すること。返却場所は引渡場所と同じとする。 

   エ 前項イウにおける必要な書類は、任意の書式とする。 

 

 ９ 再委託について 

   受託者は業務の一部について協力会社への再委託を行うことができる。 

   なお、再委託を行う場合、業務範囲及び選考する事業者について、事前に書面によ

り委託者の承諾を得ること。また、再委託を行う会社は参加停止等の措置を受けて

いないことを条件とする。 

 

 10 その他について 

  ⑴ 本業務に伴う調査・検討に当たっては、委託者と事前に打ち合わせを行い、施設

運営に支障をきたさないように行うこと。 

  ⑵ 契約締結後速やかに業務着手届等を提出すること。また、業務計画書に変更が生

じる場合は、理由を明記して変更後の業務計画書を提出し、委託者の承認を受け

ること。 

  ⑶ 本業務における計算の根拠、法令、資料の出典などは原則として明確にしておく
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こと。 

  ⑷ 成果品納入後に、受託者に責による不備が発見された場合は、無償で速やかに必

要な措置を行うものとし、これにかかる経費は受託者の負担とする。 

  ⑸ 定めのない事項及びこの仕様書に疑義が生じた場合は、速やかに市担当者と協議

し、指示を受けなければならない。 


